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豊見城市の給与・定員管理等について（平成２２年度版） 
１ 総括 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 
区 分 住民基本台帳人口 

     (21年度末) 
 歳 出 額 
        Ａ 

実質収支 人 件 費 
      Ｂ 

人件費率 
 Ｂ／Ａ 

(参考) 
20年度の人件費率 

21年度               人 
 56,867 

千円 
20,909,753 

    千円 
224,438 

    千円 
2,844,207 

％ 
13.6 

％ 
    15.3  

（２）  職員給与費の状況（普通会計決算） 
給     与     費 

区 分 職員数 
Ａ  給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

一人当たり 
給与費 B/A 

(参考)平成20年度 
一人あたり給与費 

21年度 327人 
千円 

1,175,891 
千円 

252,658 
千円 

435,774 
     千円 

1,864,323 
千円 

5,701 
千円 

5,953 
（注） １ 職員手当には退職手当を含まない。 

 ２ 職員数は平成２１年給与実態調査の普通会計関係職員数の合計である。 
 
 （３） ラスパイレス指数の状況（平成２1 年４月１日現在）       

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与 

水準を示す指数である。 
 

２ 職員の平均給料月額、初任給等の状況 
（１） 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

      ① 一般行政職                                                                      
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

358,181 円 
豊見城市 41 歳 1 月 305,900 円 

334,904 円 
358,314 円 

沖縄県 41 歳 11 月 312,700 円 
－ 

国 41 歳 9 月 325,579 円 395,666 円 
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（注） １「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における職員の基本給の平均である。 

           ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養、住居、時間外などの諸手当の額を

合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員

給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は国家公務員の平均給与

月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国

家公務員と同じベースで再計算したものである。 
 

② 技能労務職 
公 務 員 民  間（沖縄県） 区 分 

平均 
年齢 

職員

数 
平均給料 
月額 

平均給与 
月額(A) 

平均給与月

額（国ﾍﾞｰｽ） 
対応する民間

の類似職種 
平均 
年齢 

平均給与 
月額(B) 

豊見城 38 歳 0 月 5 人 264,300 円 278,600 円 277,400 円 調理師 42.4 歳 203,700 円 

沖縄県 50 歳 1 月  327,700 円 374,174 円 － － － － 

国 49 歳 3 月  284,514 円 322,291 円 － － － － 

 
参  考 

年収ベース（試算値）の比較 

区 分 

公務員（C） 民間(沖縄県)（D） C／D 
豊見城 4,467,600 円 2,412,000 円 1.85 
※ 民間データは、賃金構造基本統計調査（賃金センサス）において公表されているデータ（平成 18 年

～平成 20 年の平均）から、「沖縄県」のデータを使用している。 
※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に

一致しているものではない。 
 ※ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては平成 20 年に支給された年間賞

与の額を加えた試算値である。 
 

（２） 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 
 区  分 豊見城市 沖縄県 国 

大 学 卒    172,200 円    167,034 円     172,200 円 一般行政職 
高 校 卒     140,100 円     135,897 円     140,100 円 
高 校 卒     137,200 円    133,084 円 － 

 

技能労務職 
中 学 卒     129,200 円     125,324 円 － 

  ※ 沖縄県の初任給は特例減額措置を受けた後の額である。 
 

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 
    区    分 経験年数 1 0年         経験年数１５年 経験年数２０年 

大 学 卒 270,400  円     309,300  円    369,400   円 一般行政職 
高 校 卒     224,400  円     268,700  円    309,700   円 

技能労務職 高 校 卒     237,600  円     244,500  円    284,100   円 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
  
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計 

代表的な 
職務内容 主事 主任主事 係長 

主査 主幹 副参事 課長 
参事 

部長 
参事監   

職員数（人） 33 
(-) 

32 
(-) 

77 
(-) 

21 
(-) 

29 
(-) 

29 
(-) 

10 
(-) － 231 

(-) 

構成比（％） 14.3 
(-) 

13.8 
(-) 

33.3 
(-) 

9.1 
(-) 

12.6 
(-) 

12.6 
(-) 

4.3 
(-) － 100.0 

(-) 

1年前の
構成比 

15.7 
(-) 

12.2 
(-) 

31.7 
(-) 

10.0 
(-) 

13.9 
(-) 

12.6 
(-) 

3.9 
(-) － 100.0 

(-) 参 
 
 
考 5年前の

構成比 
2.1 
(-) 

3.1 
(-) 

18.0 
(-) 

23.2 
(-) 

2.6 
(-) 

34.3 
(-) 

12.9 
(-) 

3.9 
(-) 

100.0 
(-) 

 
（注）１ 豊見城市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

３ （  ）内は再任用短時間勤務職員であり、外書の数値である。（注）平成１８年に８級制から
７給制に変更している。（旧給料表の１級及び２級ならびに４級及び５級をそれぞれ統合、またそ
れぞれの級の職務を見直し） 
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４ 職員の手当の状況 
   （１）期末手当・勤勉手当 

豊見城市                  沖縄県 
１人当たり平均支給額（21年度） 

期末・勤勉 1,333千円 
１人当たり平均支給額（21年度） 
期末・勤勉 1,507千円 

（21年度支給割合） 
         期末手当       勤勉手当 

６月期  1.4月分   0.675月分  
 

12月期  1.45月分   0.625月分  
 

計   2.85月分     1.3 月分  
 

（21年度支給割合） 
         期末手当       勤勉手当 

６月期  1.4月分   0.675月分  
 

12月期  1.45月分   0.625月分  
 

計   2.85月分    1.3 月分  
 

  
 
   
    

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

 
  （２）退職手当（平成２２年４月１日現在） 

豊見城市 国 
（支給率）     自己都合   勧奨・定年 
勤続 2 0 年          23.50月分   30.55月分 
勤続 2 5 年          33.50月分    41.34月分 
勤続 3 5 年          47.50月分    59.28月分 
最 高限 度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特別措置 (2%～20%加算 ) 
1人当たり平均支給額    23,897千円 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 
勤続 2 0 年          23.50月分   30.55月分 
勤続 2 5 年          33.50月分    41.34月分 
勤続 3 5 年          47.50月分    59.28月分 
最 高限 度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 (2%～20%加算 ) 
 

 
 
 
 
 
 
    

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した公営企業職員を除く全職種の

職員に支給された平均額である。 
  

（３）特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 
支給実績（平成21年度決算）                2,201     千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                   50     千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）                 13.5       ％ 
手当の種類（手当数）        5種類 

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価 

徴税手当 市税の徴収等の業務に携わる 
職員 

市税徴収 日額200円 
滞納差押 １件300円 
換価処分 １件400円 

消防、救急及び 
救助業務手当 

消防、救急及び救助業務に従事し

た職員 日額 200円 

風水災事勤務手当 風水災事において特に勤務した

職員 
１時間 700円 

防疫作業手当 
感染症防疫作業に従事した職員 
家畜伝染病防疫作業に従事した

職員 
日額 1,000円 

行旅死亡人等 
取扱手当 

行旅病人又は行旅死亡人を取り

扱った職員 １回につき2,000円 
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（４）時間外勤務手当 
支給実績（平成21年度決算）          33,382 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）               102 千円 
支給実績（平成20年度決算）            30,637 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）               93 千円 
 

（５）その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の

制度

との

異同 

支給実績 
(平成21年度 
普通会計決算) 

支給職員1人当たり

平均支給年額 
(平成21年度 

普通会計決算) 

扶 養 手 当      

配偶者                 13,000円 
配偶者以外       6,500円 
配偶者がいない場合の 
扶養者のうちの１人     11,000円 
特定期間の加算          5,000円 

同じ 61,386 千円 337,286 円 

住 居 手 当      
借家（限度額）         27,000円 
持家(新築又は購入から５年間) 

2,500円 
同じ 26,322 千円 232,938 円 

通 勤 手 当      通勤距離が２㎞以上 同じ 8,468  千円 35,283 円 

管理職手当 

部長・参事監   55,092 円  
課長・参事    42,510 円 
（平成22年度は上記算定額より 

10%カット） 

－ 19,205 千円 480,125 円 

休日勤務手当  同じ   12,184  千円 420,138  円 
  
 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 
 

区  分  給料月額等  区  分  給料月額等  

 
給  
料  

市 長  
副市長  
教育長  

 789,000 円  
650,000 円  
595,000 円  

 
報

酬  

議 長  
副議長  
委員長  
議 員  

374,000 円  
334,000 円  
313,000 円  
305,000 円  

期

末

手

当  

市 長  
副市長  
教育長  

６月期 1.45 月分  
１２月期 1.65 月分  
  加算措置  有  

期

末

手

当  

議 長  
副議長  
委員長  
議 員  

６月期   1.60 月分  
１２月期   1.75 月分  

 加算措置  有  

 注) １ 市長、副市長および教育長の給料は条例の規定額から５％カットしており、上記の額はカット

後の額を記載してある。 
２ 市長、副市長および教育長の期末手当は、上記算定額から約３％カットしている。 
 
 
 
 
 



 6 

６ 職員数の状況 
（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由  （平成２２年４月１日現在） 

                                                                   
  職員数         区 分 

部 門 平成 
21年度 

平成 
22年度 

対前年 
増減数    主 な 増 減 理 由            

議会 5 5 0  
総務企画 66 62 △ 4 総合事務局、県土地開発公社への派遣取り止めによ

る減。 
税務 24 23 △ 1 欠員不補充による減。 

民生 62 61 △ 1 保育士の幼稚園への配置換えによる減、子ども手当
及び生活保護業務強化による増。 

衛生 21 22 ＋ 1 事業等強化に伴う専門職（保健師、管理栄養士）配
置による増。 

労働 0 0 0  
農林水産 11 11 0  
商工 7 7 0  
土木 26 28 2 事業強化及び新規事業（ビーチ管理）対応に伴う増

。 

一 
 般 
 行 
 政 
 部 
 門 

 小  計 222 219 △ 3  

教育 60 60 0  

消防 46 47 ＋ 1 広域化事務局への派遣のためによる増。 

 特 
 別 
 行 
 政 
 部 
 門  小  計 106 107 ＋ 1  

普通会計  328 326 △ 2  
水道 17 17 0  
下水道 8 8 0  
その他 18 18 0  

公 
営 
企会 
業計 
等部 
 門  小  計  43 43 0  
  合  計 371 369 △ 2  

 （注）職員数は地方公共団体定員管理調査に基づき作成している。教育長を含むが、他の団体への派遣

職員及び臨時・嘱託・非常勤職員を含まない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 7 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

２
０
歳
未
満

２
０
～

２
３
歳

２
４
～

２
７
歳

２
８
～

３
１
歳

３
２
～

３
５
歳

３
６
～

３
９
歳

４
０
～

４
３
歳

４
４
～

４
７
歳

４
８
～

５
１
歳

５
２
～

５
５
歳

５
６
～

５
９
歳

６
０
歳
以
上

H22.4.1

H17.4.1

（２）年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在） 
 

区 分 
20歳 

 
未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 

～  
43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 

～  
51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 
 

以上 

 
計 

職員数 0人 15人 44人 31人 46人 42人 33人 25人 26人 44人 62人 0人 368
人 

５年前の
構成比 0人 7人 24人 47人 39人 32人 24人 30人 58人 90人 34人 0人 385 

人 
 （注）教育長を除く。（公務員給与実態調査に基づき作成）  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 
 
① 数値目標 

 
年度 

区分 
H17.4.1 

(基準年度) 
H22 
4.1 

H17.4.1 
～ 

H22.4.1 
増減計 

対 
H17.4.1 
増減率 
（％） 

職員数 386 368 △18 △4.7 
 
※職員数のとらえ方は、「地方公共団体定員管理調査」に基づくものである。 
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② 進捗状況（実績） 
年度 

 
区分 

H17.4.1 
(基準年度) 

H22.4.1 
対 H17.4.1 

増減数・率（％） 
数値目標に対する 
進捗率（％） 

職員数 386 369 △17（△4.4） 94.4 
採用者 － 18 － － 

退職者（前年度） － 21 － － 
  

 
７ 公営企業職員（水道事業）の状況 

   
（１）職員給与費の状況（平成２１年度決算） 

 区 分 総費用 
        Ａ 

純損益又は 
実質収支 

職員給与費 
       Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率(B/A) 

平成20年度の総費用に 
占める職員給与比率 

21年度 千円 
1,206,751 

      千円 
95,369 

     千円 
120,437 

 
10.0% 

 
10.4％ 

                      
          給     与     費 

区 分  職員数 
   Ａ  給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

一人当たり 
給与費 B/A 

H20年平均一人

当たり給与費 

21年度 17人 
  千円 
81,125 

  千円 
7,458 

   千円 
31,854 

千円 
120,437 

千円 
7,085 

   千円 
7,042  

    （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
     ２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。 
 

（２）職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 
 区 分 平均年齢 基本給 
豊見城市    53.8  歳   398,901円 

        

   
（３） 職員の手当の状況 

       ① 期末手当・勤勉手当 
水道企業会計 一般行政職等 

１人当たり平均支給額（21年度）     

 期末 1,285 千円 勤勉  589 千円 
１人当たり平均支給額（21年度）     

期末 980 千円  勤勉 447 千円  
（21年度支給割合） 
         期末手当      勤勉手当 

６月期  1.4月分   0.675月分  
 

12月期  1.45月分      0.625月分  
 

計   2.85月分     1.3月分  
 

（21年度支給割合） 
         期末手当      勤勉手当 

６月期  1.4月分   0.675月分  
 

12月期  1.45月分      0.625月分  
 

計   2.85月分     1.3月分  
 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 
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       ② 退職手当（平成２２年４月１日現在） 
水道企業会計 一般行政職等 

（支給率）     自己都合    勧奨・定年 
勤続 2 0 年          23.50月分   30.55月分 
勤続 2 5 年          33.50月分    41.34月分 
勤続 3 5 年          47.50月分    59.28月分 
最 高限 度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 (2%～20%加算 ) 
1人当たり平均支給額         23,973千円 

（支給率）     自己都合    勧奨・定年 
勤続 2 0 年          23.50月分   30.55月分 
勤続 2 5 年          33.50月分    41.34月分 
勤続 3 5 年          47.50月分    59.28月分 
最 高限 度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 (2%～20%加算 ) 
1人当たり平均支給額      23,897千円 

       （注）退職手当１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均支給額で
ある。 

 
      ③ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 

支給実績（平成21年度決算）                   84     千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）                   11     千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）                   47.1     ％ 
手当の種類（手当数）        2種類 

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価 

風水災事勤務手当 風水災事において特に勤務した

職員 
１時間 700円 

水道技術 
管理者手当 

水道技術管理者の勤務を命ぜら

れた職員 月額 5,000円 

 
        ④ 時間外勤務手当 

支給実績（平成21年度決算）          1,077 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）               120 千円 

支給実績（平成20年度決算）          732 千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）               146 千円 

 
 

   ⑤ その他の手当（平成２２年４月１日現在） 
  

手 当 名 
 

内容及び支給単価 国の制度 
との異同 

支給実績 
（平成21年度決算） 

扶 養 手 当      

配偶者                 13,000円 
配偶者以外       6,500円
配偶者がいない場合 
その１人につき       11,000円 
特定期間の加算          5,000円 

同じ 3,396 千円 

住 居 手 当      
借家（限度額）         27,000円 
持ち家(新築又は購入から５年間) 
                        2,500円 

同じ 887 千円 

通 勤 手 当      通勤距離が２㎞以上 同じ 498 千円 

管理職手当 部長 55,092円 課長 42,510円 
(平成22年度は上記額より10%ｶｯﾄ) 

－ 1,516 千円 

  


